
　流動資産 3,188,331 流動負債 2,571,116
現 金 及 び 預 金 218,239 買　掛　金 2,363,237
受　取　手　形 440,630 短 期 借 入 金 -
売　掛　金 1,913,011
商　　品 98,537 未 払 費 用 23,686

未払法人税等 52,566
未 払 消 費 税 10,567

繰 延 税 金 資 産 22,568
そ の 他 の 流 動 資 産 498,148 従 業 員 賞 与 引 当 金 38,055
貸 倒 引 当 金 -2,802 役 員 賞 与 引 当 金 3,500

そ の 他 の 流 動 負 債 79,505

　固定資産 102,462 固定負債 58,943
有形固定資産 12,824 退 職 給 付 引 当 金 54,403

建　　物 573 役員退職慰労引当金 4,540
機 械 装 置 457
工 具 器 具 備 品 11,794

無形固定資産 2,496
電 話 加 入 権 2,272

ソ フ ト ウ ェ ア
株主資本 651,456

資　本　金 20,000
　投資その他の資産 87,142 資 本 剰 余 金 10,000

投 資 有 価 証 券 36,659
利 益 剰 余 金 621,456

繰 延 税 金 資 産 29,925 利 益 準 備 金 5,000
そ の 他 の 投 資 20,698
貸 倒 引 当 金 -140 繰 越 利 益 剰 余 金 616,456

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 9,278

660,734

資　産　合　計 3,290,793 負 債  ・ 純 資 産 合 計 3,290,793

　負 債 合 計 2,630,059

純 資 産 の 部
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　純 資 産 合 計
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平成２４年 ３月３１日現在

（単位：千円）
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個別注記表 

 

Ａ.重要な会計方針に係る事項に関する注記事項 

 

１、資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

（イ） その他有価証券 

・ 時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております（評価

差額は全部資本直入法により処理しています）。 

         ・ 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

月別総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

を採用しております。 

 

２、固定資産の減価償却の方法 

（ロ） 有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法の規定する方法と同一の基準によっております。 

（ハ） 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。 

 

３、引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（ロ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、引当したものであります。退職

金規定に基づく期末要支給額の引当を基礎とし、中退共制度によ

る額を控除した額が引当金残高となるよう計上しております。 

(ハ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金に充てるために引当したものであり、内規に基

づき算出される額の全額を引当計上しております。 
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       （ニ）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に 

基づき当事業年度分を計上しております。 

       （ホ）役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に 

基づき当事業年度分を計上しております。 

 

４、その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（イ） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

 

 

Ｂ.貸借対照表に関する注記事項 

 

１、有形固定資産の減価償却累計額   136,839 千円 

 

２、受取手形裏書譲渡高                     261,329 千円 

 

 

Ｃ.株主資本等変動計算書に関する注記事項 

 

1、当期末における発行株式の総数 

（イ）普通株式 2,000 株 

 

    2、剰余金の配当に関する事項 

    （１）当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

       平成 24年 6 月 26 日開催予定の第 34 期定期株主総会において、 

       次の通り、決議する予定です。 

        配当決議事項はありません。 

 

Ｄ.その他の注記 

 

 該当事項はありません。 

 


